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長期財政見通しの概要 
 

 

１． 策定の目的 

 本 市 は 、液 晶 関 連 産 業 の 集 積 等 に よ る 好 調 な 市 税 収 入 に 支 え ら れ 、

平 成 １ ７ 年 度 か ら 平 成 ２ ２ 年 度 ま で の 間 、 普 通 交 付 税 の 不 交 付 団 体

と な る な ど 強 固 な 財 政 基 盤 を 形 成 し て き ま し た が 、 世 界 的 な 経 済 不

況 な ど に よ る 市 税 収 入 の 落 ち 込 み な ど か ら 、 平 成 ２ ３ 年 度 に 再 び 交

付 団 体 に 転 じ 、 行 政 経 営 の 大 き な 転 換 点 を 迎 え た こ と か ら 、 平 成 ２

７ 年 ８ 月 に は 第 ２ 次 亀 山 市 行 財 政 改 革 大 綱 を 策 定 し 、 持 続 可 能 な 行

財 政 運 営 の 確 立 を 目 指 し た 取 り 組 み を 行 っ て い ま す 。  

ま た 、平 成 ２ ９ 年 度 か ら ９ 年 間 の 第 ２ 次 亀 山 市 総 合 計 画 を 策 定 し 、

さ ま ざ ま な 分 野 に お け る 施 策 を 積 極 的 に 推 進 し 、 基 本 構 想 に 位 置 付

け る 将 来 都 市 像 の 実 現 を 図 る こ と と し ま し た 。  

 こ う し た 中 、 長 期 的 な 視 点 か ら 基 本 計 画 の 具 現 化 を 図 る た め の 施

策 ・ 事 業 の 選 択 、 後 年 度 負 担 等 を 明 ら か に す る こ と や 、 財 政 的 視 点

か ら 総 合 計 画 を 補 完 し 、 実 効 性 を 高 め る と と も に 、 将 来 の 課 題 ・ 問

題 点 を 捉 え た 健 全 な 財 政 運 営 の 基 本 資 料 と す る た め 、 現 行 の 地 方 税

財 政 制 度 や 事 業 計 画 等 に 基 づ き 試 算 し ま し た 。  

 

２． 財政見通しの基本的な考え方 

（ １ ）  試 算 期 間 は ９ 年 間  

第 ２ 次 亀 山 市 総 合 計 画 期 間 で あ る 平 成 ２ ９ 年 度 か ら 平 成 ３ ７

年 度 ま で の ９ 年 間 を 対 象 と し ま す 。 な お 、 平 成 ２ ９ 年 度 は 決 算

額 、 平 成 ３ ０ 年 度 は 補 正 後 予 算 額 、 平 成 ３ １ 年 度 は 当 初 予 算 額

と し て い ま す 。  

 

（ ２ ）  現 行 の 地 方 税 財 政 制 度 等 に 基 づ き 試 算  

財 政 見 通 し の 策 定 に あ た っ て は 、 現 行 の 地 方 税 財 政 制 度 等 に

基 づ き 、 現 在 の 行 政 水 準 を 維 持 し た 場 合 の 将 来 に わ た る 財 政 収

支 を 試 算 し た も の で あ り 、 地 方 税 財 政 制 度 や 市 税 収 入 等 に 大 き

な 変 化 が 生 じ た 場 合 は 、 期 間 内 で あ っ て も 見 直 し を 行 う も の と

し ま す 。  

 



３．財政収支試算の結果

第1次実施計画

第2次実施計画

平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度 平成34年度 平成35年度 平成36年度 平成37年度

一般財源 14,485 14,086 14,000 13,960 14,010 13,970 13,840 13,930 13,840

市税 10,614 10,545 10,540 10,290 10,410 10,240 10,100 10,270 10,100

地方交付税 2,497 2,145 2,050 2,020 1,980 2,110 2,120 2,040 2,110

うち臨時財政対策債 747 580 400 730 710 760 770 740 770
合併算定替最終年度 一本算定へ移行

その他（地方譲与税等） 1,374 1,396 1,410 1,650 1,620 1,620 1,620 1,620 1,630

国・県支出金 3,307 4,018 3,520 4,110 4,720 3,680 3,660 3,500 3,480

市債 1,247 1,720 430 940 1,340 620 600 400 380

野村布気線整備 △6.4億円
川崎小改築工事 △1.7億円

図書館整備 ＋2.2億円
駅周辺整備 ＋1.1億円

図書館整備 ＋4.7億円
図書館整備 △6.9億円
駅周辺整備 △2.6億円

認定こども園整備 △1.9億円

その他 1,726 1,417 1,100 1,060 1,060 1,060 1,060 1,060 1,060

20,765 21,241 19,050 20,070 21,130 19,330 19,160 18,890 18,760

義務的経費 9,849 9,322 9,000 9,240 9,450 9,210 9,300 9,170 9,200

人件費 3,901 3,793 3,790 4,020 4,040 3,770 3,920 3,790 3,910

うち退職手当 319 147 120 340 360 95 247 114 228

扶助費 3,714 3,266 3,300 3,340 3,360 3,380 3,390 3,410 3,420

公債費 2,234 2,263 1,910 1,880 2,050 2,060 1,990 1,970 1,870

斎場建設事業債 △2.3億円
合併特例債基金分 △1.6億円

H22関中改築 △0.3億円
H28川崎小改築 ＋0.6億円

H30野村布気線 ＋0.8億円
H30駅周辺整備 ＋0.6億円

H23和賀白川線 △0.4億円
H31駅周辺整備 ＋0.2億円

H24和賀白川線 △1.0億円
H32駅周辺整備 ＋0.2億円

H25溶融炉改修 △0.5億円
H33図書館整備 ＋0.7億円

北東分署整備 △0.6億円
H26緊防債 △0.3億円

投資的経費 2,602 2,945 1,690 2,600 3,500 1,420 1,380 990 930

川崎小改築 △3.1億円
関の山車会館整備 △1.0億円

図書館整備 ＋5.2億円
井田川小増築 ＋1.8億円

図書館整備 ＋13.6億円
図書館整備 △18.8億円

駅周辺整備 △6.2億円
和賀白川線整備 △1.0億円

認定こども園整備 ＋0.7億円
認定こども園整備 △4.6億円

和賀白川線整備 △0.7億円

その他経費 8,066 9,844 9,460 9,330 9,500 9,490 9,370 9,420 9,160

物件費 3,969 4,108 4,370 4,410 4,350 4,340 4,290 4,310 4,300

補助費等 1,521 2,965 2,330 2,190 2,270 2,270 2,200 2,230 2,230

繰出金 1,769 1,881 1,900 1,900 1,900 1,900 1,900 1,900 1,900

その他 807 890 860 830 980 980 980 980 730

駅周辺整備事業貸付金
△0.5億円

庁舎建設基金積立 ＋1.5億円
リニア基金目標額到達

庁舎建設基金目標額到達

20,517 22,111 20,150 21,170 22,450 20,120 20,050 19,580 19,290

歳入歳出差引額 248 △ 870 △ 1,100 △ 1,100 △ 1,320 △ 790 △ 890 △ 690 △ 530

財政調整基金繰入金 668 870 1,100 1,100 1,320 790 890 690 530

　　決算剰余金積立 172 340 300 300 300 300 300 300 300

　　調整額（前年度繰越金、補正予算等） 300 300 300 300 300 300 300

年度末財政調整基金残高 3,504 2,974 2,474 1,974 1,254 1,064 774 684 754

年度末リニア中央新幹線亀山駅整備基金残高 1,651 1,701 1,751 1,801 1,851 1,901 1,951 2,001 2,001

年度末庁舎建設基金残高 1,100 1,150 1,150 1,200 1,400 1,600 1,800 2,000 2,000

政策的経費（再掲） 3,650 5,020 3,400 4,280 5,230 3,290 3,180 2,820 2,520

（うち一般財源） 1,670 1,940 2,170 2,100 2,050 1,920 1,850 1,820 1,590

歳

出

合 計

前期基本計画 後期基本計画

（単位：百万円）

項 目

歳

入

合 計
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４.今後の財政運営における課題 

 

 歳 入 で は 、 市 税 に つ い て は 緩 や か な 減 少 傾 向 が 続 き 、 普 通 交 付 税

に つ い て は 平 成 ３ １ 年 度 に 合 併 算 定 替 期 間 が 終 了 し 平 成 ３ ２ 年 度 か

ら 一 本 算 定 に 移 行 す る こ と か ら 、 平 成 ３ ７ 年 度 と 平 成 ３ １ 年 度 を 比

較 す る と 、 一 般 財 源 ベ ー ス で 約 ２ 億 円 の 減 額 と な る 見 込 み で す 。  

歳 出 で は 、 亀 山 駅 周 辺 整 備 事 業 等 に よ る 投 資 的 経 費 の 増 加 や 、 障

が い 者 サ ー ビ ス の 拡 充 等 に 伴 う 扶 助 費 の 増 加 を 見 込 む ほ か 、 前 期 基

本 計 画 第 ２ 次 実 施 計 画 （ 平 成 ３ １ 年 度 ～ ３ ３ 年 度 ） に 掲 げ る 事 業 に

加 え て 、 後 期 基 本 計 画 期 間 （ 平 成 ３ ４ 年 度 以 降 ） に お い て 想 定 さ れ

る 事 業 の 実 施 を 見 込 み 、 試 算 し て い ま す 。  

こ れ ら に 対 応 す る た め 、 基 金 の 有 効 活 用 に よ り 財 源 を 手 当 て す る

こ と と な り ま す が 、 平 成 ２ ８ 年 度 末 で ４ ０ 億 円 で あ っ た 財 政 調 整 基

金 残 高 は 、 ９ 年 間 で 約 ３ 2 億 円 減 少 し 、 平 成 ３ ７ 年 度 末 に は 約 ８ 億

円 と な る 見 込 み で あ る 一 方 で 、 リ ニ ア 中 央 新 幹 線 亀 山 駅 の 整 備 や 新

庁 舎 の 建 設 を 見 据 え 、各 基 金 の 積 立 て を 継 続 す る こ と と し て い ま す 。 

 こ の よ う な 試 算 結 果 で あ る こ と か ら 、 将 来 の 亀 山 市 を 見 据 え た 上

で 、 着 実 に 行 財 政 改 革 を 推 進 し て い く 必 要 が あ り ま す 。 そ の た め に

も 、 今 回 の 財 政 見 通 し の 試 算 結 果 を 踏 ま え 、 第 ２ 次 行 財 政 改 革 大 綱

に お い て 定 め た 財 政 運 営 の 健 全 性 を 確 保 す る た め の 取 組 項 目 を 着 実

に 推 進 し 、持 続 可 能 な 行 財 政 運 営 の 確 立 を 目 指 す も の と い た し ま す 。 
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５．試算の方法 

〔 歳 入 〕  

○ 市 税  

（ 個 人 市 民 税 ）   

・年 金 支 給 年 齢 の 段 階 的 な 引 き 上 げ に よ り 、定 年 退 職 後 の 再 雇 用 率 が

高 い こ と か ら 、納 税 義 務 者 数 が 増 加 す る と 見 込 ま れ る た め 、平 成 ３ １

年 度 以 降 は や や 増 収 傾 向 と 見 込 ん だ 。  

 

（ 法 人 市 民 税 ）  

・ 平 成 ３ １ 年 度 の 法 人 市 民 税 率 引 き 下 げ （ ９ ． ７ ％ か ら ６ ． ０ ％ へ ）

に よ り 減 収 す る 見 込 み で あ る が 、景 気 が 回 復 傾 向 に あ る こ と か ら 、平

成 ３ ３ 年 度 以 降 は 横 ば い と 見 込 ん だ 。  

 

（ 固 定 資 産 税 ）  

土 地 に つ い て は 、地 価 下 落 や 農 地 転 用 等 に よ る 宅 地 の 増 加 を 見 込 み 、

家 屋 に つ い て は 、過 去 の 実 績 か ら 一 定 数 の 新 築 及 び 取 壊 し を 見 込 む と

と も に 、 平 成 ３ ３ 年 度 ・ ３ ６ 年 度 の 評 価 替 え に 伴 う 減 収 を 見 込 ん だ 。 

償 却 資 産 に つ い て は 、液 晶 関 連 企 業 等 の 新 規 投 資 を 一 定 額 見 込 む と

と も に 、 現 有 資 産 の 減 価 償 却 に よ る 減 少 分 を 見 込 ん だ 。 な お 、 亀 山 ・

関 テ ク ノ ヒ ル ズ へ の 新 規 企 業 進 出 に 伴 う 増 収 に つ い て は 、設 備 投 資 額

等 が 不 確 定 で あ る た め 見 込 ん で い な い 。  

 

（ 軽 自 動 車 税 ）  

   軽 自 動 車 登 録 台 数 の 増 加 に よ る 増 収 を 見 込 ん だ 。  

 

（ た ば こ 税 ）  

   税 制 改 正 に よ る 増 税 を 考 慮 す る も の の 、一 方 で 喫 煙 者 数 は 減 少 す る

と 見 込 み 、 ほ ぼ 横 ば い と 見 込 ん だ 。  

 

（ 都 市 計 画 税 ）  

   固 定 資 産 税 と 同 様 に 、 地 価 の 下 落 、 評 価 替 え に よ る 影 響 を 考 慮 し 、

減 収 を 見 込 ん だ 。  

 

○ 地 方 交 付 税  

普 通 交 付 税 は 、平 成 ３ １ 年 当 初 予 算 額 を 基 本 と し 、合 併 算 定 替 に よ る

増 加 分 の 段 階 的 な 縮 減 と 一 本 算 定 へ の 移 行（ １ １ ペ ー ジ 参 照 ）を 見 込 ん

だ 上 で 、市 税 収 入 等 の 増 減 に よ る 基 準 財 政 収 入 額 の 増 減 や 、公 債 費 等 の
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増 減 に よ る 基 準 財 政 需 要 額 の 増 減 を 考 慮 し て 試 算 し た 。  

特 別 交 付 税 に つ い て は 、 平 成 ３ １ 年 度 当 初 予 算 額 ４ 億 円 で 据 置 い た 。 

 

○ 地 方 譲 与 税 等  

地 方 譲 与 税 や 各 種 交 付 金 に つ い て は 、制 度 の 見 直 し や 景 気 動 向 等 に よ

る 不 確 定 要 素 が 多 い た め 、平 成 ３ １ 年 度 当 初 予 算 額 を 据 置 い た 。た だ し 、

地 方 消 費 税 交 付 金 に つ い て は 、平 成 ３ １ 年 １ ０ 月 １ 日 か ら の 消 費 税 率 の

引 上 げ を 考 慮 し 、平 成 ３ ２ 年 度 以 降 の 増 加 を 見 込 ん だ ほ か 、平 成 ３ １ 年

度 の 法 人 市 民 税 法 人 税 割 の 減 収 分 の 補 て ん 措 置 と し て 創 設 さ れ る 法 人

事 業 税 交 付 金 の 交 付 を 見 込 ん だ 。  

 

○ 国 ・ 県 支 出 金  

平 成 ３ １ 年 度 当 初 予 算 の 一 定 額 を 基 準 と し 、現 行 制 度 に 基 づ き 、実 施

予 定 事 業 及 び 扶 助 費 の 増 を 鑑 み 試 算 し た 。  

後 期 基 本 計 画 期 間（ 平 成 ３ ４ 年 度 か ら ３ ７ 年 度 ま で ）に お い て は 、各

年 度 に お け る 補 助 対 象 事 業 費 に 応 じ た 額 を 見 込 ん だ 。  

 

○ 市 債  

平 成 ３ １ 年 度 当 初 予 算 の 一 定 額 を 基 準 と し 、充 当 率・交 付 税 措 置 を 考

慮 し て 、 実 施 予 定 事 業 に 応 じ た 額 に よ り 試 算 し た 。  

後 期 基 本 計 画 期 間 で は 、各 年 度 に お け る 投 資 的 経 費 等 の 額 に 基 づ き 地

方 債 発 行 額 を 試 算 し た 。  

 

 

○ そ の 他 の 歳 入  

分 担 金 及 び 負 担 金 、使 用 料 及 び 手 数 料 、財 産 収 入 、繰 入 金 、繰 越 金 等

に つ い て は 、平 成 ３ １ 年 度 当 初 予 算 額 を 据 え 置 き 、前 年 度 繰 越 金 に つ い

て は 、 毎 年 度 １ 億 円 を 見 込 ん だ 。  

 

〔 歳 出 〕  

○ 人 件 費  

職 員 人 件 費 に つ い て は 、平 成 ３ １ 年 度 当 初 予 算 の 給 与 に 、各 年 度 定 年

退 職 者 に か か る 退 職 手 当 を 加 算 し た 。  

 

○ 扶 助 費  

児 童 手 当 に つ い て は 、 現 行 制 度 が 存 続 す る も の と し て 試 算 し た 。  

そ の 他 の 扶 助 費 に つ い て は 、平 成 ３ １ 年 度 当 初 予 算 の 一 定 額 を 基 準 と

し 、障 が い 者 及 び 心 身 障 が い 児 自 立 支 援 事 業 に お け る 介 護 給 付 費 等 の 伸
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び を 見 込 ん だ 。  

 

○ 公 債 費  

既 発 行 の 償 還 計 画 に 基 づ く 元 利 償 還 金 に 、新 た な 発 行 予 定 を 勘 案 し て

試 算 し た 。  

 

○ 投 資 的 経 費  

道 路 や 橋 梁 、各 施 設 の 維 持 管 理 的 な 工 事 と し て 一 定 額 を 計 上 し 、前 期

基 本 計 画 第 ２ 次 実 施 計 画 に 掲 げ る 大 規 模 事 業 に つ い て は 、実 施 年 度 に 相

当 額 を 見 込 み 、後 期 基 本 計 画 期 間（ 平 成 ３ ４ 年 度 以 降 ）に お い て は 、想

定 さ れ る 事 業 の 実 施 を 見 込 ん だ 。  

 

○ 物 件 費 ・ 補 助 費 等  

現 在 の 施 策 を 継 続 し て 実 施 す る も の と し 、平 成 ３ １ 年 度 当 初 予 算 の 一

定 額 を 基 準 と し 試 算 し た 。  

 

○ 繰 出 金  

  各 特 別 会 計 ・ 企 業 会 計 に お け る 平 成 ３ １ 年 度 当 初 予 算 額 を 据 置 い た 。 

 

○ そ の 他 の 歳 出  

維 持 補 修 費 、投 資 及 び 出 資 金 に つ い て は 、平 成 ３ １ 年 度 当 初 予 算 額 を

据 置 い た 。  

 積 立 金 に つ い て は 、平 成 ３ １ 年 度 当 初 予 算 の 一 定 額 に 加 え 、リ ニ ア 中

央 新 幹 線 亀 山 駅 整 備 基 金 積 立 金 を 平 成 ３ ６ 年 度 ま で の 各 年 度 に ５ 千 万

円 、庁 舎 建 設 基 金 積 立 金 を 平 成 ３ ２ 年 度 に ５ 千 万 円 、平 成 ３ ３ 年 度 か ら

３ ６ 年 度 ま で の 各 年 度 に ２ 億 円 を 計 上 し た 。  

予 備 費 に つ い て は 、 各 年 度 ４ 千 万 円 を 計 上 し た 。  

 

〔 財 政 調 整 基 金 〕  

○ 取 り 崩 し 額 ： 歳 入 歳 出 差 引 額  

○ 積  立  額 ： 剰 余 金 積 立 額 、 調 整 額  

剰 余 金 積 立 は 、 近 年 の 決 算 額 か ら ３ 億 円 を 計 上 し た 。  

調 整 額 は 、近 年 の 決 算 か ら 見 込 ま れ る 前 年 度 繰 越 金 ２ 億 円 に 加 え 、補

正 予 算 に 伴 う 財 政 調 整 基 金 繰 入 金 の 減 を 1 億 円 と 想 定 し 計 上 し た 。  
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〔 リ ニ ア 中 央 新 幹 線 亀 山 駅 整 備 基 金 〕  

○ 積  立  額  

積 立 て 目 標 額 で あ る ２ ０ 億 円 に 到 達 す る 平 成 ３ ６ 年 度 ま で 、 各 年 度  

５ 千 万 円 を 見 込 ん だ 。  

 

〔 庁 舎 建 設 基 金 〕  

○ 積  立  額  

積 立 て 目 標 額 を ２ ０ 億 円 と 仮 定 し 、平 成 ３ ２ 年 度 に ５ 千 万 円 、平 成 ３

３ 年 度 か ら ３ ６ 年 度 ま で の 各 年 度 に ２ 億 円 を 計 上 し た 。  
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（ １ ）  決 算 の 推 移                 

(単位：千円）

平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度

地 方 税 10,930,324 10,633,987 10,334,539 10,613,763 10,545,400

地 方 交 付税 1,525,242 1,690,843 1,612,935 1,750,504 1,565,222

国 庫 支 出金 2,067,616 2,177,726 2,215,258 2,204,791 2,901,133

県 支 出 金 1,091,987 1,076,683 1,081,280 1,102,206 1,116,808

市 債 1,947,800 1,691,300 1,448,500 1,993,000 2,299,100

そ の 他 3,522,114 3,996,111 3,762,658 3,768,199 3,682,106

計 21,085,083 21,266,650 20,455,170 21,432,463 22,109,769

人 件 費 3,883,141 3,842,338 3,809,026 3,901,500 3,794,685

扶 助 費 3,300,164 3,411,128 3,655,038 3,713,555 3,265,988

公 債 費 2,398,195 2,216,122 2,177,589 2,233,894 2,262,958

投 資 的 経費 2,747,278 2,385,675 2,227,291 2,692,731 2,945,288

物 件 費 3,885,121 3,920,010 3,795,412 3,968,652 4,107,786

補 助 費 等 1,355,126 1,763,898 1,604,457 1,521,133 2,946,055

繰 出 金 1,977,945 1,672,778 1,670,850 1,769,000 1,897,173

そ の 他 651,336 1,025,191 816,258 716,945 889,836

計 20,198,306 20,237,140 19,755,921 20,517,410 22,109,769

886,777 1,029,510 699,249 915,053 0

725,448 968,363 330,521 677,096 0

項  目

歳
 
 

入

歳
 
 
 

出

歳入歳出差引額

実質収支額
 

※平成３０年度は、３月補正後の見込額。 

（２） 財政指標の推移 

平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度

87 86.9 89.1 86.7 ※  92.5

14.5 13.9 14.6 14.0 ※  14.8

3.2 2.4 1.4 1.4 ※    1.4

0.976 0.964 0.948 0.927 0.920

0.973 0.939 0.931 0.911 0.919

項  目

経常収支比率（％）

公債費負担比率(%)

実質公債費比率(%)

財政力指数(3ケ年平均）

財政力指数(単年度）
 

※平成３０年度の経常収支比率、公債費負担比率、実質公債費比率は当初予算ベースによる見込値。 

（３） 基金・市債残高の推移(一般会計分) 

平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度

9,944 9,474 9,245 8,791 8,265

うち財政調整基金 4,452 4,268 4,000 3,504 2,974

うち減債基金 432 382 382 349 285

17,375 17,015 16,420 16,285 16,965

項  目

基金残高

市債残高

※平成３０年度の残高は当初予算ベースによる見込額。 
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（４） 市税収入と地方交付税の推移  

 

※平成２９年度までは決算額、平成３０年度は補正後予算額、平成 31 年度は当初予算額、 

平成３２年度以降は見込額。 

（５） 市債残高と公債費の推移（一般会計分）  

 
※平成２９年度までは決算額、平成３０年度は補正後予算額、平成 31 年度は当初予算額、 

平成３２年度以降は見込額。 

11,328 

10,100 

2,004 

1,710 

5,000

7,000

9,000

11,000

13,000

H25 H26 H27 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36 H37

市税 普通交付税＋臨時財政対策債

17,629

13,603 

2,738 

1,870 

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

0

5,000

10,000

15,000

20,000

H25 H26 H27 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36 H37

市債残高 公債費
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（６） 臨時財政対策債・合併特例債残高の推移  

 

※平成２９年度までは決算額、平成３０年度は補正後予算額、平成 31 年度は当初予算額、 

平成３２年度以降は見込額。 

（７） 扶助費の推移（障がい者自立支援介護給付・生活保護） 

 

※平成２９年度までは決算額、平成３０年度は補正後予算額、平成 31 年度は当初予算額、 

平成３２年度以降は見込額。 

  ※棒グラフ着色部分は、平成２６年度から平成２８年度の間に交付された臨時福祉給付金、子育

て世代臨時特例給付金、経済対策臨時福祉給付金、年金生活者等支援臨時福祉給付金等を示す。 

7,063 
8,911 

5,085 1,169 

5,481 

3,523 

0

5,000

10,000

15,000

20,000

H25 H26 H27 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36 H37

臨時財政対策債 合併特例債 その他市債

2,541 

3,738 

393 

710 

13 

235 

0

250

500

750

1,000

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

H25 H26 H27 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36 H37

全体 給付金 障がい者介護給付費 心身障がい者介護給付費
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（８） 普通交付税合併算定替の縮減イメージ 

×0.9

×0.7

×0.5

×0.3

×0.1

 旧Ｂ町 新市分

H17 H27 H32

合併算定替 一本算定

旧Ａ市
合併算定替による

地方交付税増加分

一本算定

 

合併後１１年度目以降から

段階的に縮減される 

    合 併 算 定 替 適 用 期 間  


